
ブロックチェーンで世界を簡単に。
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注︓
当社のブロックチェーンID「bPassport」 は「分散ID」「SSI」であり、仕組み、事例をご説明させて頂いた後、W3Cによる
DIDとの定義との関係、W3Cにより定義されたDIDにおいてブロックチェーンを使うメリット、デメリットについてお話しさせて頂き
ます。
「bPassport」はW3Cにより定義されたDIDの規格には準拠予定ですが、アーキテクチャはW3CのDIDの定義にマッチしてい
ると当社では考えています。



当社のブロックチェーン“miyabi”の概要
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独⾃開発プライベートブロックチェーンmiyabi
bitFlyer Blockchainはプライベートブロックチェーンmiyabiを開発し本番環境で運⽤しております。
データがすぐに確定するというファイナリティーを有し、また単⼀障害点を排除したBCで秒間４０００トランザクション以上
は世界最速だと⾔えます。

miyabiはタブレットでも稼働
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ブロックチェーンの五⼤利点

① ビザンチン耐性（BFT)
② 改ざん耐性
③ ⾼可⽤性（単⼀障害点の排除）
④ アドレス（公開鍵）による疎結合の容易さ
⑤ エンタープライズ間でのデータ共有の容易さ



当社のブロックチェーンID“bPassport”の概要
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IDの進化論
ID にブロックチェーン技術を応⽤した ID3.0 / 4.0 の領域では、ID2.0 の世界とは⾮連続な領域にあるビジネスが創
出され、ID へのエンパワーやユーザー⾃⾝によるデータコントロールが可能となります。

時代

ブロックチェーン技術が可能にする進化領域

ビジネスの
広がり

ID 1.0

ID 2.0

ID 3.0

ID 4.0

認証の効率化既存の認証

1つのIDで
1つのシステムにログイン

1つのIDで
複数のシステムにログイン

データの⺠主化/SSI認証の⾼度化

IDにお墨付きを与えることで
IDにエンパワーでき

そのお墨付きを認可として活⽤
データのコントロール権を

IDのオーナーに帰属させる

“bPassport” にて実現

データビジネスや情報銀⾏ vs GDPRやデータ独禁法などの規制Marketing x Tech 現在
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個⼈情報流通の将来像
これまでは個⼈の意思に関係なく事業者間で消費者情報の流通が⾏われていましたが、今後は情報銀⾏・情報信託
や個⼈主権型IDサービスにより、個⼈の意思で情報流通のコントロールが可能となっていくと考えています。

個⼈

B事業者A事業者

②匿名・統計
データの販売

①データ収集 ④営業・広告

③購⼊ 個⼈ データ活⽤
事業者群

データ保有
事業者群

①集約
指⽰

⑤最適化
サービス

②集約 ③個別指図 ④個別開⽰

⑤対価
還元

情報銀⾏・情報信託などの仲介企業

個⼈

データ活⽤
事業者群

データ保有
事業者群

③最適化サービス

bPassport

Cer-Card
✔

①取得・保管

Cer-Card
✔

or

②提供

AsIs

事業者間のダイレクト流通

ToBe

情報銀⾏・情報信託 個⼈主権型IDサービス（SSI）

事業者間のデータ授受を個⼈が認識しておらず
本⼈が希望しない営業や広告などが発⽣

個⼈が⾃らの意思で情報の流通先を決める
情報管理や開⽰先コントロールは仲介企業が実施

個⼈が⾃⾝の情報を取得・保管し、提供先を決める
データ保有企業のCertも渡せるため真正性を保証

8※Cer-Card︓様々なデータ保有事業者群から与えられる「お墨付き」



bPassport のサービススキーム (現時点の想定)
bPassport では、本⼈確認済みなどのお墨付きを企業からもらい、個⼈のコントロールでその情報を別の企業に提供す
ることで、簡単にサービス提供を受けることができるスキームを想定しています。

銀⾏

地⽅公共団体 (⾏政)

証券、⽣保/損保
クレカ、決済

仮想通貨交換業者

・
・
・

不動産・⾞などの
固定資産提供事業者

⾦融事業者

地⽅公共団体 (⾏政)

個⼈

固定資産提供事業者
⼩売・流通・サービス事業者

医療機関

・
・
・

個⼈

お墨付きを与える
企業群

個⼈情報＋お墨付きを
保有する個⼈

個⼈情報＋お墨付きを
利⽤する企業群

1 2 3

お墨付き

個⼈情報
＋

お墨付き

サービス
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bPassport の可能性
下記①および③の企業によって実現されるユースケースは変わりますが、その⼀例を以下に記載します。

お墨付きを与える
企業群

個⼈情報＋お墨付きを
保有する個⼈

個⼈情報＋お墨付きを
利⽤する企業群

1 2 3

お墨付き

個⼈情報
＋

お墨付き

サービス

顧客情報
(⽒名、住所、⽣年⽉⽇、性別)

⼝座⼀覧情報

顧客⼝座情報
(給与振込有無、預⾦残⾼)

ローン契約やその残⾼情報

本⼈確認
(ただし、犯収法上のKYCには該当しない)

富裕層向けなど
⾼級商品販売

シェアリングサービスなど向け
信⽤スコア投資性⾦融商品の保有情報

相続・信託情報

反社情報

個⼈

中⼩企業などの
法⼈

ローン
ソーシャルレンディング

与信管理

家族構成など家族3世代に
アプローチできるような情報

不正やマネロンなどの検知を
⾼度化するための情報

⾦融商品企画・開発

詐欺やAML・CFT対策
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中間強度の⾝元確認⽅式への対応

⾃⼰申告

利
⽤
者
の
⼿
間
・
運
営
者
の
コ
ス
ト

軽い

重い

本
⼈
確
認
の
強
度

弱い

強い

⾃⼰申告

⾃⼰申告

⾃⼰申告

⾃⼰申告

(なし)

中間強度の
⾝元確認

郵送による
遠隔での

公的⾝分証確認

対⾯での
公的⾝分証確認

オンラインによる
遠隔での

公的⾝分証確認

マイナンバーカード
＋

公的個⼈認証サービス

業界A
本⼈確認

プラットフォーム

業界B
本⼈確認情報
提供サービス

特定企業間・組織間における
本⼈確認情報の再利⽤

(コンソーシアム内の共有など)

業界C
本⼈確認情報
提供サービス

本
⼈
確
認
情
報
提
供
サ
␗
ビ
ス
の
利
⽤

利⽤可
(案件単位で要開発)

利⽤調整中
(サービス開始待ち)

準備中

本⼈確認の⽅式 bPassport
対応状況

中間強度の
⾝元確認⽅式

検討中

検討中
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本⼈確認の⽅式には、⾃⼰申告のみ〜対⾯での公的⾝分証確認までが存在。近年、「中間強度の⾝元確認」とし
て、⾝元確認結果を再利⽤する⽅式が検討されていますが、bPassport はこの⽅式に該当します。



bPassport の利⽤イメージ

bPassport

事業者 A 事業者 B

個⼈情報
ハッシュ

個⼈情報

“Cer-Card (後述)”

申請時に個⼈が直接送信

ハッシュ化

本⼈確認後お墨付き付与

個⼈端末で
管理

✔

個⼈情報

申込内容
(契約内容)

bPassport の利⽤イメージ

利⽤申込

個⼈情報
ハッシュ

✔

取得

本⼈確認
(検証)

事業者A にて、ユーザーがサービス利⽤申込を⾏う際に、ユーザーが⼊⼒した個⼈情報 (本⼈確認の対象データ) を
ハッシュ化。事業者A は本⼈確認の結果がOKであれば、そのハッシュにお墨付きを添えて bPassport に登録。次に、
事業者B のサービスに加⼊するケースでは、ユーザーが⾃⾝の端末で管理している個⼈情報を事業者B に送信し、事
業者B は、その内容と bPassport から取得した Cer-Card を突合する⽅法でサービス提供可否を判定。
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Cer-Card が表現するIDの属性
bPassport の機能であるお墨付き “Cer-Card” により、そのIDの属性や⾏動特性を表現することが可能となります。

13

Cer-Card

-

 法⼈
 会社情報
 bPassport提供者である
 登録⽇︓2020年8⽉27⽇
 有効期限︓なし

1ABC (公開鍵)

Data

ID

秘密鍵

bFBC Cer-Card

1ABC

 法⼈
 会社情報
 A社である
 登録⽇︓2020年8⽉27⽇
 有効期限︓なし

2ABC (公開鍵)

Data

ID

秘密鍵

Cer-Card

2ABC

 法⼈
 会社情報
 A社の⼦会社である
 登録⽇︓2020年8⽉27⽇
 有効期限︓なし

3ABC (公開鍵)

Data

ID

秘密鍵

Cer-Card

3ABC

 ⾃然⼈ (個⼈)
 ⽒名等の4情報のハッシュ値
 ⼦会社B社の会員である
 登録⽇︓2020年8⽉1⽇
 有効期限︓2025年8⽉1⽇

1DEF (公開鍵)

Data

ID

秘密鍵

Cer-Card

1DEF

 ⾃然⼈ (個⼈)
 ⽒名等の4情報のハッシュ値
 1DEFの家族である
 登録⽇︓2020年8⽉1⽇
 有効期限︓2025年8⽉1⽇

2DEF (公開鍵)

Data

ID

秘密鍵

Cer-Card

9ABC

 ⾃然⼈ (個⼈)
 ⽒名等の4情報のハッシュ値
 XXXである
 登録⽇︓2018年5⽉1⽇
 有効期限︓2023年5⽉1⽇

9DEF (公開鍵)

Data

ID

秘密鍵

A社 B社

⽥中太郎 ⽥中美咲 XXX

法⼈

⾃然⼈
【凡例】



⼭⽥太郎がA社から Cer-Card (KYC済みであるお墨付きなど) を発⾏してもらい、中間強度の⾝元確認を⾏いたい、
B社に提出します。B社は⼭⽥太郎から渡された個⼈情報＋Cer-Cardを検証し、サービスを提供します。
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A社
(Issuer)

②register PubKey

⼭⽥ 太郎
⑤send Cer-Card

①generate Key

B社
(User)

⑥make Proof

⑦send Proof

⑧Verify

ご利⽤企業様の Server

bPassport (miyabi Blockchain)

③make Cer-Card

④register Cer-Card

Cer-Cardの作成から検証までのイメージ



bPassport の構想 (現時点)
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⼩売りアプリケーション (Z)不動産アプリケーション (A) MaaS アプリケーション (B)

bP
as

sp
or

t

住友商事 / bFBC ⽣活インフラ ⼩売り事業者 A ⼩売り事業者 BMaaS プレイヤー⾃動⾞メーカー

利
⽤

企
業

・・・

・・・ ・・・ ・・・

ID A01

✔

✔

✔

ID A99

✔

✔

✔

ID B01

✔

✔

✔

ID B99

✔

✔

✔

ID Z01

✔

✔

✔

ID Z99

✔

✔

✔

サービス
利⽤者

HASH 

サービス
利⽤者

サービス
利⽤者

Cer-Card

②本⼈確認等の
お墨付き付与

①利⽤
登録等

③個⼈情報等と
Cer-Card の提⽰

Open-ID Platform

✔
＋

✔
＋

✔
＋

bPassport は Open-ID であり、サービス横断での認証機能、ユーザーの本⼈確認やサービス適合性判断向け認可
機能を提供します。現時点ではアプリケーション間でお墨付き情報をやりとりできる、という形になっています。



bPassport の構想 (将来)

16

⼩売りアプリケーション (Z)不動産アプリケーション (A) MaaS アプリケーション (B)

bP
as

sp
or

t

住友商事 / bFBC ⽣活インフラ ⼩売り事業者 A ⼩売り事業者 BMaaS プレイヤー⾃動⾞メーカー

利
⽤

企
業

・・・

・・・ ・・・ ・・・

ID A01

✔

✔

✔

ID A99

✔

✔

✔

ID B01

✔

✔

✔

ID B99

✔

✔

✔

ID Z01

✔

✔

✔

ID Z99

✔

✔

✔

サービス
利⽤者

HASH 

サービス
利⽤者

サービス
利⽤者

Cer-Card

②本⼈確認等の
お墨付き付与

①利⽤
登録等

③個⼈情報等と
Cer-Card の提⽰

Open-ID Platform

✔
＋

✔
＋

✔
＋

初期は各プラットフォーム内に所属する利⽤企業間の ID連携となりますが、将来的にはプラットフォーム間で相互送客な
どの契約を⾏うことにより、プラットフォーム間を跨るID連携が可能となり、各社サービスのスケールをサポートします。



bPassport の企画・開発状況
①他社との共同ビジネス、②当社単独サービスのそれぞれについて、bPassport を活⽤した事業・サービスの企画・開
発を推進中。来年前半をターゲットに商⽤展開を⽬指し、bPassport ⾃体も開発を推進中。
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他社との
共同ビジネス

当社単独
サービス

• 賃貸に関わる個⼈・法⼈向けに、物件確認、申込・契
約、保証、送客に係るサービスを提供

• 将来的には不動産業に限らず、幅広い領域で多様な
サービスが接続エコシステムを⽬指す

不動産プラットフォーム
(住友商事 × bitFlyer Blockchain)

DX プロジェクト
(⼤⼿⼩売業者様)

bVote
(bitFlyer Blockchain)

中間強度の⾝元確認 (KYC)
(bitFlyer Blockchain)

• ID共通化構想に対して、bPassportを活⽤
• 各組織間でのIDを共通化し、付加価値の⾼いデータを

取得しながら、顧客により良いサービスを提供

• bPassportでオンラインでの本⼈性を担保することで、
投票者のなりすましを防⽌する投票システム

• bitFlyer Holdingsの株主総会で利⽤
(2020年6⽉に開催)

• ⽇本においては⼿間がかかる⾝元確認（例えば対⾯で
の公的⾝分証明書の確認）か、簡易だが⾃⼰申告の
情報で信頼性の低い⾝分確認⼿法しか広まっていない

• 適度に簡易で信頼性のある⾝分確認⽅法が求められて
おり、bPassportで解決できないかを企画中

• 電⼦契約における本⼈証明
• 賃貸契約後の電気やガスの申込簡略化

• 会員登録簡略化
• デジタル会員証の提⽰

• 投票におけるなりすまし防⽌

• ⾝元確認の効率化

プロジェクト／プロダクト
(提供主体) 概要 ユースケース

1

2



当社のブロックチェーンID”bPassport”とW3Cにより定義されたDIDの関係
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W3Cのによる標準規格DIDのアーキテクチャに対し、当社のbPassportのアーキテクチャは以下のように対応しています。
bPassportはW3CのDIDの規格にも準拠する予定です。
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W3Cの定義するDIDとbPassportの関係

 当社のブロックチェーンIDサービスbPassportではDIDのサブジェクトを「お墨付き」にすることで個⼈と特定のIDを
結びつけることを回避している
→ID⾃体から個⼈が特定されてしまうことを回避 （IDが特定されることはSSIの精神と反する）

 bPassportはW3Cが定義するDIDの規格にも準拠する予定
→外の世界のDIDとも連携できる（インターオペラビリティ）可能性を追求

「お墨付き」

Cer-Card

CerCard作成

miyabi Anchoring to BTCor
ETH

CerCardの登録

CerCardの失効

CerCardID
WebAPI

CerCardの取得

bPassportの思想とW3C規格

W3Cの定義するDID及びアーキテクチャ、bPassportとの⽐較



W3Cの定義するDIDにおいてBlockchainを使うメリットとデメリットについては以下のように考えられます。
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W3Cの定義するDIDにおいてBlockchainを使うメリットとデメリット

メリット
• Data Registry/DID/DID documentの耐改ざん性
• Blockchainであれば既存のセキュリティー対策を必要としない（ビットコインはTCP/IPそのままで通信して

いる）
• 特定の管理⼈がいないことがDIDの定義。レガシーシステムはすべからく管理⼈がいるので定義を満たせな

いのではないか︖Blockchainには特定の管理⼈がなく動き続けているという実績がある
• 秘密鍵を持っている⼈が管理するので個⼈情報が不必要に開⽰されるリスクが減る

デメリット
• DID Documentの厳密な信頼性検証のためにはVerifierが都度分散台帳上の全ブロックヘッダーを検

証する必要があると考えられる（ただしこれは既存RDBでも同様の課題）
• 利⽤可能なBlockchain製品の選択肢が少ない
• Blockchain製品はまだインターオペラビリティを実現していないので相互接続しづらい
• 機器にIDを振った場合に⼤量のトランザクションをBCで処理しきれるか︖



現状bPassportでカバーするユースケースは以下。⾏政／公共のトラストアンカーが必要なユースケースにおいてすでに
実績を有しています。
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当社のbPassportでカバーするユースケース



Appendix︓bPassport利⽤事例
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ミドルウェア
(ブロックチェーン)

アプリケーション

ソリューション

インターフェイス API / SDK

STO/IEO
Solution

ブロックチェーンID
bPassport

miyabi PaaS
オンプレミスクラウド

インフラ

bPassport
(App)

bVote
(App)

不動産PF THQ IEO
PF

STO
PF

・
・
・

・
・
・
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ブロックチェーンレイヤーから
アプリケーションレイヤーまで幅広にサービス展開



住友商事様との共同事業
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④⽣活インフラ契約③保険契約②賃貸契約・
保証契約①申込・審査物件内⾒

不動産管理・
仲介会社
（9社）

25社が参加し
プレ商⽤サービスを開始

2020年10⽉28⽇



bVoteによるオンライン株主総会を実施

26

テレビ朝⽇ 「ANN ニュース」 のほか
テレビ東京「モーニングサテライト」など地上波で紹介

ITmedia / CNET Japan / JBpress / コインデスクや
海外メディアなどにも多数掲載

記事出典）テレ朝ニュース「きょう株主総会の集中⽇ 3密対策で新様式に」 / ITmedia



Tokyo Honyaku Questのご紹介（全体像）

報酬付与・
ランキング認定

Tokyo Honyaku Quest

⽇→英
翻訳

翻訳者への感謝

アニメファンへ感動提供

トークンエコノミーを実現
フィギュア 感謝・賞賛




